様式第１号

令和３年　　月　　日

公益財団法人三重県産業支援センター　理事長　様

（申請者）所在地

名称

代表者(職・氏名)　　　　　　　　　　印

令和３年度 ＩＣＴ人材確保支援補助金 交付申請書

　令和３年度ＩＣＴ人材確保支援補助金の交付を受けたいので、ＩＣＴ人材確保支援補助金交付要領第４条の規定により、添付書類を添えて申請します。

記

１　交付申請額（税抜き）　金　　　　　　　　　　　　　円
２　添付書類
（１）事業計画書（別紙１）
（２）役員等一覧（別紙２）

（３）経費明細表（別紙２-１）、費目別支出明細書（別紙２-２）

（４）情報等の取り扱いに関する同意書（別紙３）

（５）申請者の概要がわかる資料（会社パンフレット等）

（６）履歴事項全部証明書（発行日が３ヶ月以内のもの、写し可）

（７）納税証明書（国税「その３の３（法人税、消費税）」、6ヶ月以内、写し可）

（８）納税証明書（県税「滞納がないことの証明用」、6ヶ月以内、写し可）
（９）直近２期分の決算書の写し

様式第１号（別紙１）
事業計画書
（１）事業者の概要

	事務所の所在地
(本社所在地)
	〒



	事　業　者　名
	

	担当者

	所　属
役　職

（ふりがな）

氏　名
	

	
	連　絡　先
	TEL　 :

FAX　 :
E-Mail：

	設　立　年　月　日
	

	（ふ　り　が　な）
代表者氏名
	生年月日： 　　　 年   　月    日

	業　　　　種
	

	主 な 事 業 内 容
	

	従業員数　全社
	正規　　（人）　　非正規　　（人）

	従業員数　事業所
	正規　　（人）　　非正規　　（人）

	雇用保険適用事業所番号
	（４桁-６桁-１桁の合計１１桁の番号）

	賛助会員番号（注５）
	


（注１）補助金交付申請額は、補助対象経費合計額の1/2以内とし、１件あたり55万円を限度としますので、超過する場合は切り捨てて記載してください。
（注２）補助金交付申請額は、千円単位としてください。
（千円未満の端数がある場合は切り捨てください。）
（注３）全てＡ４サイズ片面印字で、原本１部・写し１部を、ホッチキスで綴じずに提出してください。
（注４）申請者の概要がわかる資料（会社パンフレット等）は、現物とデータが必要となります。データについてはＰＤＦにて事業担当者へ送付してください。
（注５）賛助会に未加入の事業者は、賛助会入会申込書にて入会ください。
（２）事業計画

	１.　申請テーマ（☑してください）

	· ＩＣＴを活用した業務の効率化
· ＩＣＴを活用した労働環境の改善
· 【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】

	２.　事業計画

	事業の内容
	上記テーマに沿って取組内容を記載ください。


	新たに雇用するＩＣＴ人材の経歴・実績等
	上記事業内容への適格性（スキル/経験等）を記載ください。


	良質な雇用創出の取組
	本事業は、良質な雇用の2要件を全て満たす取組を支援します

下記要件を満たす場合は☑してください
□ a:所定内給与額の月平均が218.5千円以上
□ b:月平均所定外労働時間が20時間以下
（平均は、本事業期間における月平均です）

	1 実施スケジュール

・雇用開始予定日、事業完了予定日等を記入してください。

・日程は　　　　　を使って作成してください。

	実施項目
	日　　程

	
	月
	月
	月
	月

	求人、面接、採用
	
	
	
	

	雇用開始【  月  日】
	
	
	
	

	事業完了【  月  日】
	
	
	
	

	実績報告書の提出
	
	
	
	

	2 直近1年間の離職率の状況

	令和2年4月1日～令和3年3月31日の離職者数（A）
	人

	令和3年3月31日時点の従業員数（B）
	人

	離職率＝（A）÷（B）×100
	％

	※離職者数及び従業員数は、正規及び非正規を含めた人数とします。
※離職者数及び従業員数は、新卒及び中途採用者を含めた人数とします。

※離職者には、定年退職者数は含めないこと。

	（注１）雇用開始日は、交付決定後でなければなりません。交付決定前に雇用が開始された場合は、補助対象外となります。

（注２）正規雇用開始日（及び非正規社員から正規社員への転換日）から３ヶ月以上継続雇用した場合を補助対象とします。最終の雇用開始日（転換日）は令和３年１０月１日となります。
（注４）事業完了日は、雇用開始日から４ヶ月以内、または令和３年１２月３１日の何れか早い日までとなります。

（注５）事業期間は、雇用開始日から事業完了日までとなります。
（注６）実績報告書の提出期限は、事業完了日から１４日以内、または令和４年１月１１日のいずれか早い日までとなります。

（注７）良質な雇用の要件（2要件）を１つでも満たさない場合は、補助率1/2から50％減額となります。

（注８）申請に当たっては、「交付要領」「申請の手引き」に必ず目を通してください。




様式第１号（別紙２）

●役員等一覧

	職　　名
	氏　　　名（ふりがな）
	生年月日(和暦)
	性別

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※本調書は以下に該当する方について作成する。

　①法人の場合は、非常勤を含む役員、支配人、支店長、営業所長及びその他これに類する地位にある方並びに経営に実質的に関与している方

　②法人格を有しない団体にあっては、代表者及び経営に実質的に関与している方

　③個人にあっては、その方及びその方に対し支配関係にある方

この書面によって、公益財団法人三重県産業支援センターが交付する補助金等から暴力団等を排除し、補助事業の適正な執行を確保するため、申請者（法人の場合は当該法人又はその役員等）が暴力団等に関係する者であるか否かを県警本部へ照会します。

様式第１号（別紙３）
情報等の取り扱いに関する同意書

私は、公益財団法人三重県産業支援センターが提供するサービス、支援等を受けるにあたり、個人（企業）情報の取り扱いについて次のとおり同意します。

公益財団法人三重県産業支援センターの業務に利用すること

また、下記の任意項目について次のとおり選択します。

	項　　　　　　　　目
	同意の有無

	必要に応じて、関係する行政機関に情報提供される場合があること
	する ・ しない

	必要に応じて、関係する商工会、商工会議所等の支援機関に情報提供される場合があること
	する ・ しない


令和３年　　月　　日

　公益財団法人三重県産業支援センター　御中
　　　　　　署　名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　（署名の代わりに記名押印も可）
連絡先


・所属　　　　


・担当者名　　


・ＴＥＬ　　　


・ＦＡＸ　　　


・Ｅ-Ｍａｉｌ 
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